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 本報告書は、茨城県におけるコンパクトなまちづくりのあり方について、平成 18～19 年度の２年

度にわたり、調査研究した成果をとりまとめたものである。 

 

 この調査は、人口減少下において、拡散型の地域構造を放置した場合、市町村行政や住民生活にど

のような影響が生じるか、また、そのような影響を考慮した場合、本県におけるコンパクトなまちづ

くりのあり方はどのようにあるべきかについて調査することを目的に、モデル市町村における行政コ

ストの分析やアンケート、ヒアリング等により行ったものである。 

 調査の結果、拡散型の地域構造を放置した場合、長期的に、都市施設の維持更新コストの増大や生

活関連サービスの低下、地域コミュニティの活力の低下など様々な影響が懸念され、このため、総論

としては、コンパクトなまちづくりを推進することが望ましいと考えられる。しかし、コンパクト化

の効果や課題、コストなどは市町村の実情により異なり、コンパクト化を進めるか否かは、市町村に

おいてこれらの要因を十分に検討して判断すべきである。この際、住民を交えて議論を行い、市町村

の長期的な方向性を考慮しながら検討していくことが必要である。 

 

 本調査にあたっては、関連する分野の専門家と庁内の関係課及びモデル市町村の企画担当課からな

る研究会を組織した。その構成メンバー及び開催経過は後掲のとおりである。 

 本調査を進めるにあたって終始ご指導いただき、調査の実施・とりまとめにご尽力いただいた委員

の先生方、モデル市町村として調査に多大なご協力をいただいた龍ケ崎市、常陸太田市、土浦市の関

係課の方々に、ここに改めて感謝の意を表すものである。 

 

平成 20 年３月 

茨城県企画部企画課  
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市町村名 職名 氏名 
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土浦市 市長公室 企画調整課  参事兼課長 小泉 裕司 

 
 （前任委員） 

茨城県 土木部 都市計画課 課長 村田 正文 

龍ヶ崎市 企画財務部 企画調整課 課長 加藤 幸生 

 
 

検討経過 

 

開催回 年月日 内容 

第１回 平成 19 年 1 月 25 日 
・コンパクトなまちづくりの進め方について 

・人口減少が都市に及ぼす影響の試算について 

第２回 平成 19 年 3 月 27 日 
・人口減少が都市に及ぼす影響の試算結果について 

・中間取りまとめについて 

第３回 平成 19 年 7 月 3 日 
・今年度の調査予定について 

・人口減少が住民生活へ及ぼす影響について 

第４回 平成 19 年 11 月 8 日 
・人口減少が住民生活へ及ぼす影響の調査結果について 

・取りまとめ骨子案について 

第５回 平成 20 年 1 月 31 日 
・人口減少が住民生活へ及ぼす影響の調査結果について 

・報告書骨子案について 

第６回 平成 20 年 3 月 26 日 
・報告書案について 

 

（座長） 


